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１ 本月報は、本県経済の状況について、経済統計及び産業動向をとりまとめたものである。

２ 本月報は４部から構成されている。

３ 第１部では、本県経済の概況について経済統計データを中心に述べているが、指標によっ

ては当該月データが未公表のため前月値を用いる場合がある。これらの指標は文中に示して

いる。

４ 第２部では、本県経済の動向について主要経済指標を用いて、デ－タとグラフで示してい

る。

５ 第３部では、本県の主要産業動向について簡単にまとめている。

６ 第４部では、本県の主要産業動向についてデータで示している。

７ 本月報で用いた ▲はマイナスを表している。

８ 数字の単位未満は四捨五入することを基本としているが、情報提供元の公表方法に準拠

させている。

この「静岡県月例経済報告」は、静岡県経済産業部のインターネット・ホームページに掲載し

ています。

ホームページアドレス(URL) https://www.pref.shizuoka.jp/sangyou/
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Ⅰ 静岡県経済の概況

本稿は、令和３年７月を中心とした経済統計及び企業ヒアリングをもとに取りまとめている。

概 況

令和３年７月を中心とした静岡県の景気は、新型コロナウイルス感染症の
影響により厳しい状況にあるものの、持ち直しの動きが続いている。

先行きについては、ワクチン接種が進むなかで、持ち直しの動きが続くこ
とが期待されるが、新型コロナウイルス感染症の再拡大の影響に十分注意す
る必要があるほか、生産活動における部品供給停滞等の影響拡大への懸念が
強まっている。

雇用情勢は、全体として厳しい状況にあるものの、改善の動きがみられる。

・個人消費は、緩やかに持ち直しているが、弱い動きとなっている。

・設備投資は、増加の動きがみられる。

・輸出は、増加している。

・生産は、持ち直しの動きに一服感がみられる。

（下線部は前月からの変更箇所）

「個人消費は、緩やかに持ち直しているが、弱い動きとなっている」

大型小売店販売額(７月)は、百貨店が前年実績を上回ったものの、スーパーが前

年実績を下回ったため、総額では２か月連続で前年実績を下回った。

専門量販店等販売額（７月）は、家電大型専門店、ホームセンターが前年実績を

下回ったものの、コンビニエンスストア、ドラッグストアが前年実績を上回ったた

め、総額では２か月ぶりに前年実績を上回った。

自動車(新車)新規登録台数（７月)は、乗用車が前年実績を上回ったものの、軽自

動車が前年実績を下回ったため、総数でも10か月ぶりに前年実績を下回った。

「住宅建設は、前年を下回った」

新設住宅着工戸数（７月）は、持家が前年実績を上回ったものの、貸家、分譲住

宅が前年実績を下回ったため、６か月ぶりに前年実績を下回った。

「公共投資は、前年を下回った」

公共工事請負金額(７月)は、４か月連続で前年実績を下回った。

「設備投資は、増加の動きがみられる」

日銀短観(６月調査)の令和３年度の設備投資（含む土地投資）（計画）は、製造

業、非製造業、全産業においていずれも増加する計画となっている。

また、ソフトウェア・研究開発を含む設備投資（除く土地投資）（計画）は、製

造業、非製造業、全産業においていずれも増加する計画となっている。

着工建築物床面積（非居住用）（７月）は、３か月連続で前年実績を下回った。

需 要 面
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「輸出は、増加している」

「輸入は、前年を上回った」

輸出総額（７月）は、自動車が２か月連続で前年実績を下回ったものの、原動機

が６か月連続、エアコン、自動車の部分品、二輪自動車類がいずれも５か月連続、

科学光学機器が３か月ぶりに前年実績を上回ったことから、総額でも11か月連続で

前年実績を上回った。

また、輸入総額（７月）は、紙類及び同製品が８か月連続で前年実績を下回った

ものの、魚介類及び同調製品が２か月ぶり、木材が５か月連続、パルプが４か月連

続、原動機が６か月連続、自動車の部分品が７か月連続で前年実績を上回ったこと

から、総額でも６か月連続で前年実績を上回った。

なお、輸出入のバランスは、1,138億円の輸出超過となった。

「生産は、持ち直しの動きに一服感がみられる」

鉱工業生産指数(７月)は、業種別にみると、はん用・生産用・業務用機械が４か

月連続、化学が２か月連続、パルプ・紙・紙加工品が３か月連続、食料品・たばこ

が２か月ぶりに前年水準を上回ったものの、電気機械が11か月ぶり、輸送機械が２

か月連続で前年水準を下回ったことから、総合でも５か月ぶりに前年水準を下回っ

た。また、前月比は２か月ぶりに下降した。

なお、鉱工業在庫指数(７月)は、総合では12か月連続で前年水準を下回った。

「雇用情勢は、全体として厳しい状況にあるものの、改善の動きがみられる」

有効求人倍率(７月)は1.22倍で、前月を0.08ポイント上回り、２か月連続で全国

値を上回った。

雇用保険受給者実人員(７月)は、２か月連続で前年実績を下回った。

また、所定外労働時間指数(６月)は、３か月連続で前年実績を上回った。

「金融環境は、貸出残高は前年を下回り、信用保証金額は前年を上回った」

県内金融機関の貸出残高(６月)は、前年同月比 0.4％減と前年実績を下回った。

信用保証協会保証金額(７月)は、前年同月比 9.8％増と前年実績を上回った。

「企業倒産は、件数、負債総額のいずれも前年を下回った」

企業倒産(８月)は、件数は８件（前年同月比 42.8％減）、負債総額は8億3,500万円（同

56.2％減）と、いずれも前年実績を下回った。

生 産 面

雇 用 面

そ の 他
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＜トピックス＞

お問い合せ先 静岡県中小企業等応援金事務局（午前9時～午後5時：土日祝含む）
（0１２０-８８０-３８0）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

緊急事態措置に伴う飲食店への休業・時短要請又は外出自粛等の影響により、
売上が減少した県内中小企業等の事業継続を幅広く支援するため、国の月次支
援金に県独自の要件緩和や酒類事業者への上乗せを行います。

対象

給付額

項目

要件

申請
期間

申請
先等

企業の皆様、働く皆様へ　
新型コロナウイルス感染症関連支援策
中小企業等応援金事業

静岡県新型コロナウイルス感染症関連支援策パンフレット または検索
☞

新型コロナウイルス感染症関連支援策は、経済産業部ホームページに掲載中です。

一般枠
（国の月次支援金の要件緩和）

酒類事業者枠
（国の月次支援金の上乗せ等）

次の(1)又は(2)に該当する中小法人・
個人事業者(要件を満たせば、業種・地
域は問わない)
(1)飲食店への休業・時短要請の影響　　
　　を 受けているもの
(2)外出自粛等の影響を受けているもの

酒類の提供停止要請に応じた飲食店との取
引により影響を受けている酒類製造・販売事
業者

8月分は2021年8月、9月分は
2021年９月の売上が、2019年又
は2020年同月と比較して30％以上
50％未満減少していること

8月分は2021年８月、９月分は2021年9
月の売上が、2019年又は2020年同月と比
較して30％以上減少していること
又は対象月とその前月の売上が２か月連続
して15％以上減少していること

対象月の売上減少額

法人：上限10万円
個人：上限５万円

対象月の売上減少額
（50％以上減少は国への上乗せ額）
・30％～50％未満　
　法人：上限20万円 　個人：上限10万円
・50％～70％未満　
　法人：上限20万円 　個人：上限10万円
・70％～90％未満
　法人：上限40万円 　個人：上限20万円
・90％以上　
　法人：上限60万円　　個人：上限30万円

８月分：令和３年９月15日（水）～12月28日（火）※オンライン申請は９月28日（火）～
９月分：令和３年10月１日（金）～12月28日（火）

コールセンター：0120-880-380（9:00～17:00 土日、祝日含む全日）
ホームページ ：https://shizuoka-ouenkin.com
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企業の皆様、働く皆様へ　
（経済産業省）
中小法人・個人事業者のための月次支援金

参　考

お問い合せ先
月 次 支 援 金 事 務 局 H P を 御 参 照 く だ さ い
h t t p s : / / i c h i j i s h i e n k i n . g o . j p /
（相談窓口（8時30分～19時）0120-411-240）

緊急事態宣言に伴う飲食店の休業・時短営業や不要不急の外出自粛
等の影響を受け、売上が50％以上減少した中小法人・個人事業者を支
援します。

項　目 内　容

以下の①と②をみたす事業者は、業種や地域を問わず給付対
象となり得ます。

①緊急事態宣言措置又はまん延防止等重点措置に伴う飲食　
　 店の休業・時短営業又は外出自粛等の影響を受けていること

②緊急事態宣言措置又はまん延防止等重点措置が実施された
　 月のうち、措置の影響を受けて月間売上が2019年または　　
　 2020年の同じ月と比べて50％以上減少

※支援金の詳細や最新情報は、月次支援金事務局ホームページをご確認ください。

給付対象

給 付 額

申請期間

※2021年４月以降に実施される対象措置に伴う要請を受けて、休業
又は時短営業を実施している飲食店と直接・間接の取引があること、また
は、これらの地域における不要不急の外出・移動の自粛による直接的な
影響を受けていること

６月分　　　　 ：令和３年７月１日～８月31日
７月分　　　　 ：令和３年８月１日～９月30日
８月分　　　　 ：令和３年９月１日～10月31日
９月分　　　　 ：令和３年10月１日～11月30日　

中小法人等　　 上限20万円/月
個人事業者等　上限10万円/月
（2019年または2020年の基準月の売上　－　2021年の対象月
の売上）

※
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お問い合せ先 ふじのくに安全・安心認証（飲食店）制度事務局
（電話　0570-020-112）平日8:30～17:15

企業の皆様、働く皆様へ　

ふじのくに安全・安心認証（飲食店）制度
促進事業

補助対象者 「ふじのくに安全・安心認証（飲食店）制度」の認証店又は認証申請店

補助
対象経費

新型コロナウイルス感染防止対策のため、設備や消耗品の購入等に要し
た費用
・領収書に記載された支払日の期間が令和２年１月６日(月)から
　令和３年12月31日(金)までのもの
・体温測定器、CO2濃度測定器、換気装置、オゾン発生装置、パーティ　　
　ション、消毒液、マスク等の物品購入費や工事費等

補助率 10/10

補助上限額
（下限無し）

申請施設の専用箇所のうち、利用客又は従業員が立ち入って使用するこ
とを想定した箇所の面積※に応じて設定されます。
※他の施設との共有箇所、駐車場、倉庫、機械室、ゴミ置き場などを除く。
①200㎡未満                 10万円
②200㎡以上400㎡未満  20万円
③400㎡以上                 30万円

申請期間 令和３年６月30日～令和４年１月21日
※この期限以前に受付を終了することがあります。

申請先

・電子申請サイト（https://fujinokuni-ninsho.jp）
・書面申請は〒420-0853　静岡市葵区追手町２番12号　
静岡安藤ハザマビル２Ｆ　ふじのくに安全・安心認証（飲食店）制度事
務局宛てに簡易書留で郵送してください。

　　　　　　　　　　　　「ふじのくに安全・安心認証（飲食店）制度」
　　　　　　　　　　　　　感染拡大防止対策が充実している飲食店であることを、
　　　　　　　　　　　 静岡県が 現地確認を行った上で、認証するものです。
                           認証された店舗には左の認証マーク（ステッカー）を交付
                           します。また、認証店として専用ホームページで紹介します。
「ふじのくに安全・安心認証（飲食店）制度」の認証店及び認証の取得に取り組む店舗の
感染防止対策を支援する補助事業を実施します。

QR
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①県制度融資の利用状況

②県内の新規求人数(季節調整値)の推移
業種別新規求人(一般＋パート)前年同月比の推移 (％)

(出典：静岡県内の最近の雇用情勢(静岡労働局))
③県内企業の倒産状況
業種別倒産件数(負債金額１千万円以上)の推移 (件)

(出典：東京商工リサーチ静岡支店調べ)

区 分
申込状況

金額 件数 業種別の状況
新型コロナウイルス感染症対応枠(旧)

【R2.2.12～4.17終了】
億円
2,334

件
8,158

卸小売業23.5％、製造業22.0％、建設業17.1％、飲食業12.8％、
宿泊・旅行業3.5％等

国連携新型コロナウイルス感染症対応貸付
【R2.5.1～R3.3.31】

億円
8,064

件
53,666

建設業26.0％、卸小売業19.8％、製造業19.5％、飲食業7.9％、
宿泊・旅行業1.3％等

新型コロナウイルス感染症対応枠(新)
【R2.4.28～】

R
2

億円
447

件
1,268

製造業22.4％、卸小売業19.8％、建設業19.0％、飲食業5.4％、
宿泊・旅行業3.0％等

R
3

億円
92

件
1,216

建設業32.7%、卸小売業16.6%､飲食業15.2%、製造業10.7%、
宿泊･旅行業1.7%等

新型コロナウイルス感染症対応伴走支援
特別枠(新)【R3.4.1～】

億円
67

件
415

建設業22.9% 、製造業21.7% 、卸小売業17.8% 、飲食業
14.9%、宿泊･旅行業2.4%等

再生支援企業貸付(新型コロナウイルス
感染症対応枠)(新)【R3.4.1～】

億円
3

件
12

製造業75.0%、運輸業25.0%、建設業0.0% 、卸小売業0.0% 、
飲食業0.0%、宿泊･旅行業0.0%等

計
億円

11,007
件

64,735
リーマンショック時 ：保証料承諾額 1,749億円（H20.9～Ｈ21.８：1年間）
東日本大震災時：保証料承諾額 553億円（H23.4～Ｈ24.3：1年間）

区分
R２年
９月 10月 11月 12月

R3年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

農・林・

漁・鉱業
21.7 15.2 19.0 ▲26.8 ▲5.1 ▲18.9 10.1 41.2 ▲17.0 ▲10.3 47.3 0.6

建設業 ▲3.0 6.8 ▲1.1 6.9 17.6 15.9 12.5 16.1 2.0 4.8 7.1 13.7

製造業 ▲30.5 ▲31.3 ▲19.8 ▲21.7 ▲10.2 1.2 13.8 20.8 51.6 51.5 55.8 70.3

卸売・小売業 ▲28.3 ▲28.7 ▲29.2 ▲18.7 ▲6.1 ▲17.9 ▲7.7 ▲3.6 ▲3.9 18.2 17.4 4.5

金融、保険、

不動産業
▲9.8 ▲6.1 ▲31.4 ▲8.0 ▲35.6 ▲25.1 12.7 ▲15.0 7.3 11.1 ▲20.5 33.3

運輸業 ▲31.7 ▲26.4 ▲14.7 ▲31.6 ▲18.7 ▲15.7 ▲3.3 ▲13.8 ▲3.2 ▲0.5 13.4 ▲0.1

情報通信業 ▲4.4 ▲22.4 ▲31.8 10.3 ▲2.5 5.7 64.5 ▲11.5 16.5 16.6 9.0 23.5

飲食、宿泊、

サービス業他
▲24.1 ▲34.7 ▲23.0 ▲26.3 ▲10.0 ▲6.9 1.3 27.0 31.8 8.8 48.8 24.8

県全体 ▲20.4 ▲20.8 ▲21.8 ▲19.1 ▲3.0 ▲7.8 1.7 11.4 14.3 15.2 23.5 16.5

区分
R2年
９月 10月 11月 12月

R3年
１月 ２月 ３月 4月 ５月 ６月 ７月 ８月

農・林・

漁・鉱業
0 0 1 1 1 0 0 1 0 0 1 0

建設業 2 2 3 4 3 3 2 5 3 2 4 3

製造業 6 2 4 5 3 1 10 0 4 4 2 0

卸売・小売業 0 3 5 2 4 2 4 6 1 1 1 1
金融、保険、

不動産業
0 0 0 0 1 4 1 1 0 1 2 1

運輸業 0 1 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0

情報通信業 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0
飲食、宿泊、

サービス業他
4 3 3 7 3 3 1 4 6 3 3 3

県全体 13 11 16 19 15 13 18 18 15 13 13 8
うちコロナ

関連倒産
4 4 3 4 4 5 5 3 4 4 4 0

(R3年９月27日時点)

＜トピックス＞業種別の経済・雇用情勢



需 要 面

１　個人消費

 (1) 大型小売店販売額 ７月＝ 0.1%減

 (県内３百貨店、151ｽｰﾊﾟｰ合計) 

＜概　況＞

＜最近の動き＞
Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

販 売 額 ( 百 万 円 ) 44,703 37,063 33,018 35,990 34,190 35,975 35,897 36,878

前 年 同 月 比 (%) ▲ 1.1 ▲ 1.0 ▲ 3.6 ▲ 0.4 8.1 3.6 ▲ 1.8 ▲ 0.1

うち　　百貨店(%) ▲ 6.9 ▲ 19.9 ▲ 8.1 15.4 125.2 74.5 2.4 1.0

ｽｰﾊﾟｰ(%) 0.5 3.7 ▲ 2.7 ▲ 3.0 ▲ 0.5 ▲ 2.6 ▲ 2.6 ▲ 0.3

(参考1)全国前年同月比(%) ▲ 3.5 ▲ 7.2 ▲ 4.7 3.0 15.5 5.7 ▲ 2.2 1.3

うち　　百貨店(%) ▲ 13.0 ▲ 28.8 ▲ 10.2 21.8 158.3 61.9 ▲ 1.6 4.6

ｽｰﾊﾟｰ(%) 1.6 3.1 ▲ 2.6 ▲ 2.7 ▲ 0.9 ▲ 1.9 ▲ 2.5 0.2

(参考2)県前年同月比(店舗数調整前) ▲ 1.2 1.4 ▲ 1.0 1.5 8.7 4.3 ▲ 0.5 1.2
　（注１）販売額は店舗数未調整、前年同月比は店舗数調整済、全月速報値 　<資料>経済産業省
　（注２）令和２年３月に調査事業者の見直しを行ったため、前年同月比の計算についてはリンク係数処理済み

＜商品別前年同月比の推移＞　 (単位：%)
Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

衣 料 品 ▲ 14.2 ▲ 29.2 ▲ 14.2 7.2 109.5 28.7 ▲ 13.2 3.8

うち 紳 士 服 ･ 洋 品 ▲ 22.9 ▲ 36.7 ▲ 25.2 ▲ 3.6 78.4 ▲ 0.7 ▲ 25.3 3.4

婦人･子供服･洋品 ▲ 11.6 ▲ 27.5 ▲ 10.9 12.2 130.1 42.4 ▲ 8.2 2.1

身 の 回 り 品 ▲ 2.6 ▲ 18.6 ▲ 7.1 19.8 108.0 58.8 ▲ 4.9 ▲ 9.5

飲 食 料 品 1.4 4.5 ▲ 1.7 ▲ 2.5 ▲ 1.5 ▲ 0.8 0.8 ▲ 0.4

家 庭 用 品 ▲ 8.6 ▲ 7.7 ▲ 12.3 ▲ 6.5 5.9 ▲ 1.7 ▲ 16.2 ▲ 1.3

うち家庭用電気機械器具 13.4 7.7 ▲ 0.7 0.2 6.3 ▲ 3.6 ▲ 20.9 ▲ 6.9
　(注)店舗数調整済、全月速報値 <資料>経済産業省

＜過去10年間の推移＞
大型小売店販売額前年同月比(%) <資料>経済産業省

Ⅱ　　静岡県主要経済指標の概況

36,878百万円 ＊前年同月比：

　７月の大型小売店販売額は36,878百万円で、前年同月比 0.1％減となり、２か月連続で前年実
績を下回った。
　業態別にみると、百貨店（前年同月比 1.0％増）が５か月連続で前年実績を上回ったものの、
スーパー（同 0.3％減）が６か月連続で前年実績を下回った。
　商品別では、衣料品（同 3.8％増）が２か月ぶりに前年実績を上回ったものの、身の回り品
（同 9.5％減）が２か月連続、飲食料品（同 0.4％減）が２か月ぶり、家庭用品（同 1.3％減）
が３か月連続で前年実績を下回った。
　なお、店舗数調整前の前年同月比は1.2％増と、２か月ぶりに前年実績を上回った。
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 (2) 専門量販店等販売額 ７月＝ 2.0％増

 (県内91家電大型専門店、1,684コンビニエンスストア、539ドラッグストア、106ホームセンター合計) 

＜概　況＞

＜最近の動き＞
Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

販 売 額 ( 百 万 円 ) 81,579 70,393 64,036 74,321 70,408 73,497 71,230 77,319

前 年 同 月 比 (%) 4.8 4.0 ▲ 4.5 3.7 1.7 1.3 ▲ 3.3 2.0

うち　家電大型専門店 (%) 17.8 18.6 8.4 10.5 9.7 3.4 ▲ 22.7 ▲ 9.4

コンビニエンスストア (%) ▲ 3.5 ▲ 4.5 ▲ 7.6 5.4 5.5 4.0 0.3 5.4

ドラッグストア (%) 7.7 5.8 ▲ 6.4 1.2 ▲ 2.7 2.6 4.4 5.0

ホームセンター (%) 9.9 14.8 ▲ 0.2 ▲ 2.1 ▲ 3.7 ▲ 10.4 ▲ 10.8 ▲ 2.1

(参考)全国前年同月比(%) 3.4 2.1 ▲ 4.2 2.7 4.8 2.0 ▲ 4.6 2.1

（注１）販売額、前年同月比は店舗数未調整 <資料>経済産業省

 (注２）平成28年7月からコンビニエンスストアの販売額を追加

＜過去10年間の推移＞

専門量販店等販売額前年同月比(％) <資料>経済産業省

77,319百万円 ＊前年同月比：

  ７月の専門量販店等販売額は77,319百万円で、前年同月比 2.0％増となり、２か月ぶりに前年
実績を上回った。
　業態別にみると、家電大型専門店（前年同月比 9.4％減）が２か月連続、ホームセンター（同 
2.1％減）が６か月連続で前年実績を下回ったものの、コンビニエンスストア（同 5.4％増）が５
か月連続、ドラッグストア（同 5.0％増）が３か月連続で前年実績を上回った。
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 (3) 自動車(新車)新規登録台数 ７月 3.2％減

　　(乗用車､軽自動車合計)

＜概　況＞

＜最近の動き＞
Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

登 録 台 数 ( 台 ) 13,824 14,779 16,244 21,764 12,497 10,774 12,350 13,429

前 年 同 月 比 (%) 16.3 7.2 1.9 6.9 33.8 45.8 5.0 ▲ 3.2

(参考)全国前年同月比(%) 10.9 7.8 0.0 5.2 31.5 50.0 4.5 ▲ 6.4

<資料>県税務課、日本自動車販売協会連合会

＜車種別(新車)新規登録台数前年同月比の推移＞  (単位：%)

Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

全 乗 用 車 16.3 7.2 1.9 6.9 33.8 45.8 5.0 ▲ 3.2

乗 用 車 18.1 11.2 ▲ 0.1 1.7 31.5 27.7 4.4 2.5

軽 自 動 車 14.1 3.0 4.0 12.9 36.4 69.1 5.6 ▲ 9.2

<資料>県税務課

　
＜過去10年間の推移＞

自動車(新車)新規登録台数(千台) <資料>県税務課

(注)全国前年同月比は乗用車＋軽乗用車

 

＝ 13,429 台 ＊前年同月比：

　７月の自動車（新車）新規登録台数は13,429台（前年同月比 3.2％減）と、10か月ぶりに前年
実績を下回った。
　車種別にみると、乗用車(前年同月比 2.5％増）が５か月連続で前年実績を上回ったものの、軽
自動車（同 9.2％減）が10か月ぶりに前年実績を下回った。
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２　新設住宅着工戸数 ７月 14.2％減

＜概　況＞

＜最近の動き＞
Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

戸 数 ( 戸 ) 1,780 1,665 1,625 1,648 1,931 1,775 1,831 1,632

前 年 同 月 比 (%) ▲ 5.4 ▲ 7.1 16.8 1.5 8.9 15.2 2.3 ▲ 14.2

　うち　持　　家 (%) ▲ 0.6 ▲ 3.4 12.6 ▲ 8.2 6.7 24.9 7.0 5.2

貸　　家 (%) ▲ 16.0 ▲ 18.5 17.3 28.3 21.0 3.4 4.9 ▲ 31.1

分譲住宅 (%) 4.3 15.0 29.7 ▲ 3.7 ▲ 3.6 18.3 ▲ 15.4 ▲ 34.2

(参考)全国前年同月比(%) ▲ 9.0 ▲ 3.1 ▲ 3.7 1.5 7.1 9.9 7.3 9.9

<資料>県住まいづくり課

＜過去10年間の推移＞

新設住宅着工戸数(千戸) <資料>県住まいづくり課

＝ 1,632 戸 ＊前年同月比：

　７月の新設住宅着工戸数は1,632戸で、前年同月比 14.2％減と、６か月ぶりに前年実績を下
回った。
　利用関係別にみると、持家（前年同月比 5.2％増）が４か月連続で前年実績を上回ったもの
の、貸家（同 31.1％減）が６か月ぶり、分譲住宅（同 34.2％減）が２か月連続で前年実績を下
回った。
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３　公共工事請負金額 ７月＝ 12.8％減

　(建設保証会社保証実績)

＜概　況＞

＜最近の動き＞
Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

金 額 (百万円 ) 15,521 9,524 7,517 21,866 56,596 41,641 41,156 35,953

前 年 同 月 比 (%) 1.1 ▲ 33.9 ▲ 45.9 3.3 ▲ 17.5 ▲ 19.9 ▲ 33.3 ▲ 12.8

年度累計前年同月比 (%) 3.2 1.8 0.0 0.2 ▲ 17.5 ▲ 18.5 ▲ 23.5 ▲ 21.6

件 数 ( 件 ) 511 253 158 460 687 596 775 843

前 年 同 月 比 (%) ▲ 6.2 ▲ 34.3 ▲ 46.8 21.7 3.5 20.6 6.6 ▲ 1.6

年度累計前年同月比 (%) 1.3 ▲ 0.7 ▲ 2.5 ▲ 1.3 3.5 10.8 9.2 5.8

<資料>東日本建設業保証(株)静岡支店

＜発注者別請負金額前年同月比の推移＞  (単位：%)

Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

国 200.2 ▲ 32.9 ▲ 37.7 ▲ 21.2 56.5 37.3 ▲ 9.3 ▲ 9.1

独 立 行 政 法 人 等 ▲ 60.2 ▲ 91.2 - 23.7 ▲ 51.9 ▲ 47.4 ▲ 72.3 ▲ 49.2

県 27.6 ▲ 30.2 ▲ 39.1 40.7 ▲ 17.5 7.7 11.6 14.5

市 町 ▲ 5.3 ▲ 36.0 ▲ 48.7 ▲ 5.6 ▲ 20.4 ▲ 10.6 ▲ 21.4 ▲ 20.0

地 方 公 社 - - - - 1,120.8 - - ▲ 23.3

そ の 他 ▲ 68.0 35.8 ▲ 27.4 1,387.2 22.8 ▲ 64.2 ▲ 30.4 ▲ 6.7

<資料>東日本建設業保証(株)静岡支店

＜過去10年間の推移＞

公共工事請負金額(十億円) <資料>東日本建設業保証(株)静岡支店

35,953百万円 ＊前年同月比：

　７月の公共工事の請負金額（工事場所ベース）は35,953百万円で､前年同月比 12.8％減とな
り、４か月連続で前年実績を下回った。また、取扱い件数（工事場所ベース）は843件で、前年同
月比 1.6％減となり、５か月ぶりに前年実績を下回った。
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４　設備投資

＜概　況＞

設備投資（含む土地投資）

（注１）平成29年３月調査分から半期計数の掲載を取り止め、年度計数のみを掲載

（注２）平成29年３月調査分から「ソフトウェア・研究開発を含む設備投資（除く土地投資）を追加

<資料>日本銀行静岡支店｢静岡県の企業短期経済観測調査結果(令和３年６月調査)｣

　　　日本銀行調査統計局｢全国企業短期経済観測調査｣(令和３年６月調査)｣

＜最近の動き＞
Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

着工建築物床面積（非居住用）（㎡） 57,195 70,088 69,047 117,345 93,072 66,308 114,873 108,318

前年同月比（％） ▲ 56.4 6.7 1.4 32.3 5.2 ▲ 42.1 ▲ 10.1 ▲ 18.4

（参考）全国前年同月比（％） ▲ 14.8 13.2 ▲ 7.2 14.9 3.0 4.9 12.6 5.9

（注３）着工建築物床面積は公共と民間の合計のうち、非居住用 <資料>国土交通省

　　　　＜参考　県内企業の業況判断D.I.＞

Ｒ３年３月 Ｒ３年６月
Ｒ３年９月
（予測）

 全 　　 産　 　 業 ▲ 8 ▲ 5 ▲ 3

▲ 4 ▲ 2 ▲ 1

▲ 13 ▲ 9 ▲ 4

▲ 8 ▲ 3 ▲ 5

　 　     　　（注４）業況判断D.I.:｢良い｣-｢悪い｣回答社数構成比％ポイント

　　　       　<資料>　日本銀行静岡支店｢静岡県の企業短期経済観測調査結果(令和３年６月調査)｣ 　

　令和２年度の設備投資（含む土地投資）、ソフトウェア・研究開発を含む設備投資（除く土
地投資）は、製造業、非製造業、全産業においていずれも減少した。
　令和３年度の設備投資（含む土地投資）は、製造業(前年度比 24.9％増)、非製造業(同 
2.8％増)、全産業（同 13.1％増）においていずれも増加する計画となっている。また、ソフト
ウェア・研究開発を含む設備投資（除く土地投資）は、製造業（前年度比 14.2％増）、非製造
業（同 6.7％増）、全産業（同 12.0％増）においていずれも増加する計画となっている。
　７月の着工建築物床面積（非居住用）は108,318㎡で、前年同月比 18.4％減となり、３か月
連続で前年実績を下回った。

＜企業短期経済観測調査結果＞　(前年度比％　　（　　）内は前回調査比修正率)
ソフトウェア・研究開発を含む設備投資（除く土地投資）

　製　造　業

　非 製 造 業

(参考)　　全国　・　全産業

県 (▲4.3)
▲10.8

(0.4)
13.1

全国
(▲3.2)
▲8.5

(3.2)
7.1

県 (▲10.8)
▲17.2

(1.7)
24.9

全国 (▲4.6)
▲10.0

(3.4)
11.5

県
(2.1)
▲4.3

(▲0.9)
2.8

全国 (▲2.4)
▲7.5

(3.1)
4.5

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（計画）

全産業

製造業

非製造業

県
(▲3.8)
▲7.6

(0.8)
12.0

全国
(▲3.6)
▲8.5

(3.0)
9.3

県
(▲5.9)
▲8.3

(1.5)
14.2

全国
(▲3.2)
▲7.7

(3.5)
10.4

県
(1.6)
▲5.8

(▲1.1)
6.7

全国
(▲4.1)
▲9.4

(2.4)
8.0

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（計画）

全産業

製造業

非製造業
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５　輸出 ７月＝ ＊前年同月比： 51.2%増

　(清水税関支署管内通関実績) 

＜概　況＞

＜最近の動き＞
Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

輸 出 総 額 ( 百 万 円 ) 209,438 168,601 194,233 221,606 202,397 198,629 217,026 215,513

前 年 同 月 比 (%) 12.0 8.9 9.2 22.5 37.2 93.3 73.4 51.2

<資料>清水税関支署

＜主要品目別前年同月比の推移＞ (単位:％)

Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

原 動 機 28.7 ▲ 15.9 11.8 23.4 75.0 181.6 140.4 64.2

エ ア コ ン 31.3 33.4 ▲ 1.9 18.9 21.9 211.2 90.9 65.3

自 動 車 27.0 ▲ 7.2 20.8 44.5 250.5 407.7 ▲ 41.6 ▲ 41.5

自 動 車 の 部 分 品 7.8 ▲ 4.3 ▲ 2.9 3.3 13.1 85.9 103.2 109.5

二 輪 自 動 車 類 ▲ 30.3 ▲ 19.2 ▲ 11.2 34.2 71.7 322.1 211.1 83.3

科 学 光 学 機 器 30.1 18.6 ▲ 4.1 ▲ 4.7 9.2 ▲ 6.4 ▲ 3.3 48.9

<資料>清水税関支署

＜地域別前年同月比の推移＞ (単位:％)

Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

ア ジ ア 20.8 27.8 21.2 32.5 33.7 49.6 70.2 50.2

米 国 7.6 ▲ 4.1 ▲ 8.7 ▲ 5.9 16.3 115.3 105.2 81.0

Ｅ Ｕ 14.4 ▲ 3.5 12.6 43.3 76.0 207.4 49.8 4.8

<資料>清水税関支署

＜過去10年間の推移＞

清水税関支署管内通関実績輸出額(十億円) <資料>清水税関支署

215,513百万円

  ７月の清水税関支署管内の輸出総額は215,513百万円で、前年同月比 51.2％増となり、11か
月連続で前年実績を上回った。
　主要な品目別にみると、自動車（前年同月比 41.5％減）が２か月連続で前年実績を下回った
ものの、原動機（同 64.2％増）が６か月連続、エアコン（同 65.3％増）、自動車の部分品
（同 109.5％増）、二輪自動車類（同 83.3％増）がいずれも５か月連続、科学光学機器（同 
48.9％増）が３か月ぶりに前年実績を上回った。
　地域別にみると、アジア向け（前年同月比 50.2％増）が11か月連続、米国向け（同 81.0％
増）が４か月連続、ＥＵ向け（同 4.8％増）が６か月連続で前年実績を上回った。

(注）管内とは、清水港(焼津、沼津、浜松、興津の各出張所及び下田監視所含む)、田子の浦港、御前崎港、静岡空港の４つをいう。
     なお、数値は、通関手続きが行われた金額である。輸入も同様。
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６　輸入 ７月＝ ＊前年同月比： 41.1%増

　(清水税関支署管内通関実績) 

＜概　況＞

＜最近の動き＞
Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

輸 入 総 額 ( 百 万 円 ) 82,321 80,566 80,035 106,941 101,089 93,740 99,667 101,709

前 年 同 月 比 (%) 2.0 ▲ 11.3 20.1 19.8 15.3 23.5 33.4 41.1

<資料>清水税関支署

＜主要品目別前年同月比の推移＞ (単位:％)

Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

魚介類及び同調製品 ▲ 3.4 12.5 0.4 25.0 9.9 17.0 ▲ 21.9 22.3

木 材 ▲ 9.6 ▲ 42.8 ▲ 14.7 14.0 6.7 5.8 8.1 24.8

パ ル プ 11.0 ▲ 0.3 ▲ 6.5 ▲ 20.1 24.0 43.2 19.0 39.1

紙 類 及 び 同 製 品 ▲ 19.6 ▲ 44.9 ▲ 38.4 ▲ 22.5 ▲ 16.0 ▲ 10.3 ▲ 14.5 ▲ 18.4

原 動 機 67.3 ▲ 5.1 61.1 22.9 10.0 52.6 44.8 86.4

自 動 車 の 部 分 品 ▲ 3.9 44.0 16.5 34.6 13.5 67.0 136.0 54.6

<資料>清水税関支署

＜地域別前年同月比の推移＞ (単位:％)

Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

ア ジ ア ▲ 1.1 ▲ 9.5 35.8 28.2 21.0 35.7 41.2 36.2

米 国 10.9 ▲ 16.0 62.3 ▲ 6.9 17.2 ▲ 38.9 1.3 42.8

Ｅ Ｕ 14.5 4.9 ▲ 16.7 19.2 ▲ 11.8 21.9 ▲ 12.1 17.4

<資料>清水税関支署

＜過去10年間の推移＞

清水税関支署管内通関実績輸入額(十億円) <資料>清水税関支署

101,709百万円

　７月の清水税関支署管内の輸入総額は101,709百万円で、前年同月比 41.1％増となり、６か
月連続で前年実績を上回った。
　主要な品目別にみると、紙類及び同製品（前年同月比 18.4％減）が８か月連続で前年実績を
下回ったものの、魚介類及び同調製品（同 22.3％増）が２か月ぶり、木材（同 24.8％増）が
５か月連続、パルプ（同 39.1％増）が４か月連続、原動機（同 86.4％増）が６か月連続、自
動車の部分品（同 54.6％増）が７か月連続で前年実績を上回った。
　地域別では、アジア向け（前年同月比 36.2％増）が６か月連続、米国向け（同 42.8％増）
が２か月連続、ＥＵ向け（同 17.4％増）が２か月ぶりに前年実績を上回った。
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生 産 面

１　生　　産

 (1) 鉱工業生産指数 ７月＝ 87.8 ＊前月比(季節調整済指数)： 0.9％減

　(平成27年＝100、鉱工業総合、季節調整済指数) ＊前年同月比(原指数)    ： 2.5％減

＜概　況＞

＜最近の動き＞
Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

指 数 93.6 94.8 90.8 96.2 99.2 85.3 88.6 87.8

前 月 比 (%) 1.0 1.3 ▲ 4.2 5.9 3.1 ▲ 14.0 3.9 ▲ 0.9

前 年 同 月 比 (%) ▲ 2.6 ▲ 8.3 ▲ 3.9 4.3 31.5 21.2 8.0 ▲ 2.5

(参考)全国前年同月比(%) ▲ 2.9 ▲ 5.3 ▲ 2.0 3.4 15.8 21.1 23.0 11.6

　(注)平成27年＝100、鉱工業総合、指数:季節調整済、前年同月比:原指数 <資料>県統計調査課、経済産業省

＜県内業種別鉱工業生産指数前年同月比の推移＞ (単位：%)

Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

はん用・生産用・業務用機械工業 ▲ 17.9 ▲ 12.7 5.7 ▲ 0.3 24.4 11.8 17.3 22.0

電 気 機 械 工 業 5.5 9.6 7.1 12.6 35.9 25.7 21.3 ▲ 11.3

輸 送 機 械 工 業 1.2 ▲ 7.1 ▲ 6.5 6.3 101.8 64.6 ▲ 3.9 ▲ 16.1

化 学 工 業 ▲ 7.0 ▲ 19.3 ▲ 8.5 1.8 10.4 ▲ 4.4 4.4 1.7

ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙･紙加工品工業 ▲ 1.9 ▲ 4.1 ▲ 3.6 0.5 ▲ 0.3 1.7 3.2 5.6

食料品・たばこ工業 ▲ 2.2 ▲ 13.9 ▲ 15.0 ▲ 1.7 1.9 4.6 ▲ 0.3 3.8

　(注)平成27年＝100、鉱工業総合、前年同月比:原指数 <資料>県統計調査課

＜過去10年間の推移＞

鉱工業生産指数(総合、平成27年＝100) <資料>県統計調査課

　７月の鉱工業生産指数（総合）は87.8（季節調整済指数）で、前月比は0.9％減と、２か月ぶり
に下降した。また、前年同月比（原指数）は2.5％減と、５か月ぶりに前年水準を下回った。
　業種別にみると、はん用・生産用・業務用機械（前年同月比 22.0％増）が４か月連続、化学
（同 1.7％増）が２か月連続、パルプ・紙・紙加工品（同 5.6％増)が３か月連続、食料品・たば
こ（同 3.8％増）が２か月ぶりに前年水準を上回ったものの、電気機械（同 11.3％減）が11か月
ぶり、輸送機械（同 16.1％減）が２か月連続で前年水準を下回った。
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(2)鉱工業在庫指数 ７月＝ 99.9 ＊前月比(季節調整済指数)： 1.6％減

　(平成27年＝100、鉱工業総合、季節調整済指数) ＊前年同月比(原指数)    ： 7.4％減

＜概　況＞

＜最近の動き＞
Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

指 数 104.3 105.2 104.0 101.9 105.6 102.7 101.5 99.9

前 月 比 (%) 0.3 0.9 ▲ 1.1 ▲ 2.0 3.6 ▲ 2.7 ▲ 1.2 ▲ 1.6

前 年 同 月 比 (%) ▲ 4.7 ▲ 7.7 ▲ 4.2 ▲ 4.1 ▲ 2.9 ▲ 5.8 ▲ 3.7 ▲ 7.4

(参考)全国前年同月比(%) ▲ 8.4 ▲ 10.2 ▲ 9.5 ▲ 9.8 ▲ 9.8 ▲ 8.7 ▲ 5.0 ▲ 4.5

　(注)平成27年＝100、鉱工業総合、指数:季節調整済、前年同月比:原指数 <資料>県統計調査課、経済産業省

　　　

＜県内業種別鉱工業在庫指数前年同月比の推移＞ (単位：%)

Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

はん用・生産用・業務用機械工業 ▲ 0.6 ▲ 5.3 ▲ 12.3 ▲ 16.6 ▲ 14.9 ▲ 0.1 ▲ 10.1 ▲ 9.9

電 気 機 械 工 業 ▲ 3.4 ▲ 3.2 8.3 17.8 5.5 ▲ 3.3 ▲ 1.3 8.2

輸 送 機 械 工 業 27.3 22.0 0.0 6.6 87.9 11.9 ▲ 3.1 ▲ 16.1

化 学 工 業 ▲ 18.6 ▲ 22.9 1.1 ▲ 3.1 ▲ 9.9 ▲ 16.7 ▲ 9.3 ▲ 7.8

ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙･紙加工品工業 3.4 ▲ 5.2 ▲ 1.0 8.0 7.4 0.3 ▲ 5.2 ▲ 2.4

食料品・たばこ工業 ▲ 6.8 ▲ 7.3 ▲ 11.2 ▲ 15.7 ▲ 16.3 ▲ 7.2 0.2 ▲ 12.2

　(注)平成27年＝100、鉱工業総合、前年同月比:原指数 <資料>県統計調査課
　　　　　　　　

＜過去10年間の推移＞

鉱工業在庫指数(総合、平成27年＝100) <資料>県統計調査課

　７月の鉱工業在庫指数（総合）は99.9（季節調整済指数）で、前月比は1.6％減と、３か月連続
で下降した。また、前年同月比（原指数）は7.4％減と、12か月連続で前年水準を下回った。
  なお、在庫動向を在庫循環図でみると、今期は「在庫積み増し局面（景気拡大期）」に該当す
る。
　業種別にみると、電気機械（前年同月比 8.2％増）が３か月ぶりに前年水準を上回ったもの
の、はん用・生産用・業務用機械（同 9.9％減）が８か月連続、輸送機械（同 16.1％減）、パル
プ･紙･紙加工品（同 2.4％減）がいずれも２か月連続、化学（同 7.8％減）が５か月連続、食料
品・たばこ（同 12.2％減）が２か月ぶりに前年水準を下回った。
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雇 用 面

１　雇　　用

 (1) 有効求人倍率　 ７月＝ 1.22倍 ＊前月比（季節調整値）　:

　（季節調整値、学卒を除き、パートタイムを含む）

＜概　況＞

＜最近の動き＞　 (単位：倍)

Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

県 0.92 0.98 1.00 1.01 1.01 1.08 1.14 1.22

全　　　　国 1.05 1.10 1.09 1.10 1.09 1.09 1.13 1.15

　(注)季節調整値、学卒を除き、パートタイムを含む <資料>厚生労働省

＜産業別新規求人前年同月比の推移＞ (単位：%)

Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

建 設 業 4.9 22.6 17.2 14.9 13.6 0.9 7.5 7.4

製 造 業 ▲ 21.6 ▲ 13.0 0.4 7.8 18.4 55.2 49.8 60.5

情 報 通 信 業 ▲ 17.7 ▲ 7.2 ▲ 1.7 44.2 ▲ 18.1 10.2 ▲ 1.0 ▲ 0.5

運 輸 業 ・ 郵 便 業 ▲ 33.1 ▲ 18.3 ▲ 16.4 ▲ 6.9 ▲ 12.1 ▲ 6.2 ▲ 3.8 24.9

卸 売 業 ・ 小 売 業 ▲ 15.4 ▲ 2.6 ▲ 13.0 ▲ 9.2 11.1 ▲ 6.9 22.6 24.4

医 療 ・ 福 祉 ▲ 14.3 ▲ 0.2 ▲ 11.7 4.9 3.9 6.4 9.1 11.4
サービス業（他に分類されないもの） ▲ 29.0 ▲ 10.2 12.3 14.1 31.1 35.1 43.4 91.1

合 計 ▲ 19.2 ▲ 4.7 ▲ 4.9 ▲ 0.7 12.1 13.0 16.7 29.7

　(注)学卒､パートタイムを除く <資料>厚生労働省

＜過去10年間の推移＞

有効求人倍率(学卒を除き､パートタイムを含む)(倍) <資料>厚生労働省

0.08ポイント増

　７月の有効求人倍率（季節調整値、学卒を除き､パートタイムを含む）は1.22倍となり、前月を
0.08ポイント上回った。６か月連続で１倍台となった。また、２か月連続で全国値を上回った。
新規求人（学卒､パートタイムを除く）（前年同月比 29.7％増）は４か月連続で前年実績を上
回った。
　産業別にみると、情報通信業（前年同月比 0.5％減）が２か月連続で前年実績を下回ったもの
の、建設業（同 7.4％増）が10か月連続、製造業（同 60.5％増）が６か月連続、運輸業・郵便業
（同 24.9％増）が19か月ぶり、卸売業・小売業（同 24.4％増）が２か月連続、医療・福祉（同 
11.4％増）が５か月連続、サービス業（他に分類されないもの）（同 91.1％増）が６か月連続で
前年実績を上回った。
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 (2) 雇用保険受給者実人員 ７月＝ 2.4%増

18.6%減

＜概　況＞

＜最近の動き＞
Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

実 人 員 ( 人 ) 13,707 13,345 12,505 12,526 12,153 12,079 12,876 13,183

前 月 比 (%) ▲ 6.3 ▲ 2.6 ▲ 6.3 0.2 ▲ 3.0 ▲ 0.6 6.6 2.4

前 年 同 月 比 (%) 28.4 24.5 23.3 22.9 23.0 3.7 ▲ 9.2 ▲ 18.6

(参考)全国前年同月比(%) 21.7 16.9 22.0 23.1 23.6 8.4 ▲ 1.8 ▲ 9.0

<資料>厚生労働省

＜参考　完全失業率（全国）の推移＞
Ｒ２年12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

完全失業率(全国) (%) 3.0 2.9 2.9 2.6 2.8 3.0 2.9 2.8

　(注)季節調整値　 <資料>総務省統計局

＜過去10年間の推移＞

雇用保険受給者実人員(千人) <資料>厚生労働省

13,183人    ＊前　月　比:

＊前年同月比:

　７月の雇用保険受給者実人員は13,183人で、前月比は2.4％増と、２か月連続で前月を上回っ
た。また、前年同月比は18.6％減と２か月連続で前年実績を下回った。
  完全失業率（全国）は2.8％と前月から0.1ポイント改善した。
　静岡県（令和３年４～６月）の完全失業率は2.6％で、前期（令和３年１～３月）から0.1ポイ
ント悪化した。

5

10

15

20

25

30

35

40

23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 31年 R2年 R3年

18



(3)所定外労働時間指数 ６月＝ 80.5 ＊前月比(季節調整済指数): 3.6%増

(平成27年＝100、事業所規模30人以上、調査産業計、季節調整済) ＊前年同月比(原指数)　  : 29.3%増

＜概　況＞

＜最近の動き＞
Ｒ２年11月 12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

指 数 74.9 74.9 77.3 71.1 80.1 82.1 77.7 80.5

前 月 比 (%) 4.5 0.0 3.2 ▲ 8.0 12.7 2.5 ▲ 5.4 3.6

前 年 同 月 比 (%) ▲ 10.3 ▲ 11.2 ▲ 10.6 ▲ 16.0 ▲ 8.0 13.4 35.5 29.3

(参考)全国前年同月比(％) ▲ 9.5 ▲ 6.5 ▲ 6.8 ▲ 8.3 0.9 15.2 28.9 22.6
　*平成27年＝100、事業所規模30人以上、調査産業計、指数:季節調整済指数、前年同月比:原指数 <資料>県統計調査課

＜県内業種別所定外労働時間指数前年同月比の推移＞ (単位：%)

Ｒ２年11月 12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

建 設 業 2.7 9.9 ▲ 42.0 ▲ 60.7 ▲ 29.3 ▲ 19.5 39.4 13.6

製 造 業 ▲ 8.1 ▲ 13.8 ▲ 11.3 ▲ 10.5 ▲ 7.7 22.7 73.6 39.2

情 報 通 信 業 ▲ 17.1 ▲ 17.5 ▲ 23.7 ▲ 32.3 ▲ 32.6 ▲ 15.5 ▲ 19.8 ▲ 27.2

運 輸 業 ・ 郵 便 業 ▲ 27.9 ▲ 30.0 23.6 ▲ 4.3 ▲ 5.7 10.7 18.7 51.2

卸 売 業 ・ 小 売 業 ▲ 22.7 ▲ 23.5 ▲ 25.1 ▲ 20.6 ▲ 20.8 ▲ 20.7 1.6 ▲ 3.1

医 療 ・ 福 祉 24.1 16.9 ▲ 5.8 ▲ 18.6 ▲ 19.4 0.0 ▲ 9.2 ▲ 7.1

その他のサービス業 ▲ 9.6 13.0 28.8 41.3 76.8 108.9 87.0 80.3

調 査 産 業 計 ▲ 10.3 ▲ 11.2 ▲ 10.6 ▲ 16.0 ▲ 8.0 13.4 35.5 29.3

　*平成27年＝100,事業所規模30人以上,前年同月比:原指数 <資料>県統計調査課

＜過去10年間の推移＞
所定外労働時間指数(事業所規模30人以上、平成27年=100) <資料>県統計調査課

　６月の所定外労働時間指数（事業所規模30人以上、調査産業計）は80.5(季節調整済指数）で、
２か月ぶりに前月を上回った。また、前年同月比（原指数）は29.3％増と、３か月連続で前年実
績を上回った。
　業種別にみると、情報通信業（前年同月比  27.2％減）が19か月連続、卸売業・小売業（同 
3.1％減）が２か月ぶり、医療・福祉（同 7.1％減）が２か月連続で前年実績を下回ったものの、
建設業（同 13.6％増）が２か月連続、製造業（同 39.2％増）が３か月連続、運輸業・郵便業
（同 51.2％増）が３か月連続、その他のサービス業（同 80.3％増）が７か月連続で前年実績を
上回った。
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そ の 他

１　物　　価

　　　国内企業物価指数 ８月＝ 105.8 ＊前　月　比: 0.0%上昇

　(平成27年=100)　 ＊前年同月比: 5.5%上昇

＜概　況＞　

＜最近の動き＞
Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

国 内 企 業 物 価 指 数 100.9 101.4 102.4 103.3 104.0 104.7 105.8 105.8

前 月 比 (%) 0.6 0.5 1.0 0.9 0.7 0.7 1.1 0.0

前 年 同 月 比 (%) ▲ 1.5 ▲ 0.6 1.2 3.7 4.9 5.0 5.6 5.5

　*平成27年=100 <資料>日本銀行

２　金　　融

 (1) 県内金融機関貸出残高 ６月＝ 0.2%減

　(銀行、信用金庫) 0.4%減

＜概　況＞

Ｒ２年11月 12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

貸 出 残 高 ( 億 円 ) 145,170 145,997 145,349 145,359 144,888 144,230 143,987 143,740

前 月 比 (%) ▲ 0.1 0.6 ▲ 0.4 0.0 ▲ 0.3 ▲ 0.5 ▲ 0.2 ▲ 0.2

前 年 同 月 比 (%) 7.3 7.2 6.5 6.3 5.6 4.2 0.9 ▲ 0.4

<資料>日本銀行静岡支店

 (2) 貸出約定金利 ６月＝ ＊前　月　差：

　(県内地銀４行総平均) ＊前年同月差：

　＜概　況＞

Ｒ２年11月 12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

貸 出 約 定 金 利 (%) 1.446 1.435 1.434 1.430 1.425 1.420 1.416 1.409

前 月 差 ( ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ ) ▲ 0.002 ▲ 0.011 ▲ 0.001 ▲ 0.004 ▲ 0.005 ▲ 0.005 ▲ 0.004 ▲ 0.007

前年同月差( ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ ) ▲ 0.104 ▲ 0.096 ▲ 0.094 ▲ 0.092 ▲ 0.075 ▲ 0.065 ▲ 0.066 ▲ 0.056

　（注）貸出約定金利は、金融庁報告ベースに過去に遡及して変更 <資料>日本銀行静岡支店

　８月の国内企業物価指数は105.8となり、前月と同水準であった。また、前年同月比は5.5％
の上昇となった。

143,740億円 ＊前　月　比:

＊前年同月比:

　６月末の県内の銀行と信用金庫の貸出残高は143,740億円で、前月比は0.2％の減少となっ
た。また、前年同月比は0.4％の減少となった。

1.409% 0.007ポイント減

0.056ポイント減

　６月の県内地銀４行総平均の貸出約定金利(総合)は 1.409％で、前月から0.007ポイントのマ
イナスとなった。なお、前年同月差は0.056ポイントのマイナスとなった。
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＜過去10年間の推移＞

国内企業物価指数(平成27年=100) <資料>日本銀行

県内金融機関貸出残高(兆円) <資料>日本銀行静岡支店

県内地銀平均貸出約定金利(%) <資料>日本銀行静岡支店
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 (3) 信用保証協会保証金額 ７月＝ ＊前年同月比： 9.8%増

＜概　況＞

＜最近の動き＞
Ｒ２年12月Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

保 証 金 額 ( 百 万 円 ) 56,544 29,352 74,214 119,708 35,272 12,187 14,632 14,174

前 年 同 月 比 (%) 280.9 210.0 500.4 415.4 26.7 7.1 8.4 9.8

保 証 件 数 ( 件 ) 5,220 2,769 5,337 7,953 2,794 1,197 1,527 1,405

前 年 同 月 比 (%) 257.4 195.6 344.3 308.0 45.4 14.0 12.6 13.6

<資料>県信用保証協会

 (4) 円相場 ８月＝ ＊前　月　差： 0.45円高

　(東京･銀行間直物中心･平均) ＊前年同月差： 3.80円安

＜概　況＞

＜最近の動き＞ ▲…円高

Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

平 均 相 場 ( 円 ) 103.70 105.36 108.65 109.13 109.19 110.11 110.29 109.84

前 月 差 ( 円 ) ▲ 0.12 1.66 3.29 0.48 0.06 0.92 0.18 ▲ 0.45

前 年 同 月 差 ( 円 ) ▲ 5.64 ▲ 4.60 1.36 1.20 1.88 2.55 3.51 3.80

　(注)東京外国為替相場･銀行間直物中心相場･平均

３　企業経営

     企業倒産件数 ８月＝ 8件 42.8%減

 

＜概　況＞

＜最近の動き＞
Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

倒 産 件 数 ( 件 ) 15 13 18 18 15 13 13 8

前 年 同 月 比 (%) ▲ 16.6 18.1 0.0 ▲ 25.0 36.3 ▲ 59.3 ▲ 18.7 ▲ 42.8

うち不況型倒産件数(件) 13 13 15 16 12 11 12 4

負 債 総 額 ( 百 万 円 ) 14,979 3,149 2,844 3,029 2,492 1,544 1,263 835

前 年 同 月 比 (%) 151.9 117.4 25.2 ▲ 59.5 49.3 ▲ 35.6 ▲ 27.0 ▲ 56.2

<資料>(株)東京商工リサーチ静岡支社

　

14,174百万円

　７月の保証承諾は、金額は14,174百万円（前年同月比 9.8％増）、件数は1,405件（同 
13.6％増）と、いずれも17か月連続で前年実績を上回った。

109.84円/ドル

　８月の東京外国為替市場での対ドル平均円相場（銀行間直物）は109.84円で、前月と比べて
0.45円の円高となり、７か月ぶりに円高となった。

＊前年同月比：

　８月の負債総額 1,000万円以上の企業倒産は、件数は８件（前年同月比 42.8％減）、負債総
額は835百万円（同 56.2％減）と、いずれも前年実績を下回った。
　原因別にみると、販売不振を原因とするいわゆる「不況型倒産」が４件と全体の50.0％を占
め、285か月連続して50％以上となっている。
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＜過去10年間の推移＞

信用保証協会保証承諾金額(十億円) <資料>県信用保証協会 

対ドル平均円相場(円)

企業倒産件数(件) <資料>(株)東京商工リサーチ静岡支社
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Ⅲ 令和３年７月を中心とした静岡県主要産業の動向

業 種 産 業 動 向

二 輪 車

６月の国内二輪車生産台数は、57,315台（前年同月比 78.1％増）で、５

か月連続で前年実績を上回った。原付第一種（50cc以下）は、11,217台（同

16.8％減）で、２か月連続で前年実績を下回った。原付第二種（51cc～

125cc）は、3,466台（同 20.7％減）で、８か月ぶりに前年実績を下回っ

た。軽二輪車（126cc～250cc）は、9,583台（同 251.3％増）で、２か月連

続で前年実績を上回った。小型二輪車(251cc以上）は、33,049台（同

184.6％増）で、５か月連続で前年実績を上回った。

出荷台数は、国内向けは、35,789台（同 26.7％増）で、３か月連続で前

年実績を上回った。輸出向けは、33,802台（同 184.0％増）で、５か月連続

で前年実績を上回った。

＜資料＞日本自動車工業会

自 動 車

６月の自動車国内生産台数は、737,420台（前年同月比 43.6％増）と、４

か月連続で前年実績を上回った。輸出は360,669台（同 80.3％増）と、４か

月連続で前年実績を上回った。

国内生産は、乗用車が４か月連続、トラックが５か月連続で前年実績を上

回ったことから、全体でも４か月連続で前年実績を上回った。

＜資料＞日本自動車工業会

電気機械

７月の冷蔵庫の国内出荷額は449億円（前年同月比 9.4％減）で、２か連

続で前年実績を下回り、国内出荷台数は385千台（同 8.9％減）で、２か月

連続で前年実績を下回った。

７月のエアコンの国内出荷台数は、家庭向けは1,350千台（同 7.8％減）

で、２か月連続で前年実績を下回った。業務用は86千台（同 8.7％増）で、

４か月連続で前年実績を上回った。

７月の携帯電話の国内出荷台数は、1,106千台（同 19.9％増）で、２か月

連続で前年実績を上回った。うち、スマートフォンは、820千台（同 20.7％

増）で、２か月連続で前年実績を上回った。単月のスマートフォン比率は

74.1％であった。

＜資料＞日本電機工業会、日本冷凍空調工業会、ＪＥＩＴＡ/ＣＩＡＪ

生産用機械

７月の工作機械の受注総額は、1,349億8,300万円（前年同月比 93.4％

増）で、９か月連続で前年実績を上回った。

内訳をみると、外需は895億9,800万円（同 99.2％増）で、９か月連続で

前年実績を上回った。アジア向けが421億4,900万円（同 75.5％増）で、13

か月連続で前年実績を上回った。内需は453億8,500万円（同 82.9％増）

で、５か月連続で前年実績を上回った。

県内中小企業や関連団体からは、「仕事量は少し増加しているが、材料

費が値上がり販売価格は据え置きの状態で、仕事が出てきても収益は悪く

なる傾向がある。」「部品の入りが悪いため生産に影響が出てくることが

予測される。」「半導体調達懸念から、発注先からは5～6ヶ月先までの在

庫手当てを指示されている。」「品質低下を来さないよう質の悪い部品を

掴まないよう注意を受けている。」という声が聞かれた。

＜資料＞日本工作機械工業会、静岡県中小企業団体中央会



25

業 種 産 業 動 向

楽 器
７月の県内楽器メーカーの販売金額は、54億9,352万円（前年同月比

52.9％増）で、５か月連続で前年実績を上回った。内訳は輸出向けが33億

3,422万円（同 96.4％増）で、国内向けが21億5,930万円（同 13.9％増）で

あった。

ピアノ生産台数は3,438台（同 27.2％増）であった。機種別では、アップ

ライトピアノが2,358台（同 22.6％増）、グランドピアノが1,080台（同

38.5％増）であった。また、販売台数は、輸出向けが2,862台（同 46.5％

増）、国内向けが994台（同 61.9％増）であった。

＜資料＞静岡県楽器製造協会

紙
７月の紙・板紙の国内出荷高は、1,853千㌧（前年同月比 6.0％増）で、４

か月連続で前年実績を上回った。内訳は、紙は892千㌧（同 7.2％増）で、

４か月連続で前年実績を上回った。板紙は961千㌧（同 4.9％増）と、５か

月連続で前年実績を上回った。

品種別では、主力の印刷・情報用紙が、459千㌧（同 9.8％増)で、４か月

連続で前年実績を上回った。ティシュペーパー、トイレットペーパー等の家

庭紙は、151千㌧（同 2.3％増）と、３か月連続で前年実績を上回った。

＜資料＞日本製紙連合会「紙・板紙需給速報」

缶詰・飲料
７月の県内生産量は、食缶類が国内向1,027千箱（前年同月比 3.3％減）

と４か月連続で前年実績を下回った。

分類別でみると、水産缶（国内向け）は715千箱（同 5.4％減）と５か月

連続で前年実績を下回った。うち主力であるツナ缶は487千箱（同 10.0％

減）と、５か月連続で前年実績を下回った。

農畜産缶（国内向け）は312千箱（同 2.0％増）と２か月連続で前年実績

を上回った。

飲料缶類は、国内向けが7,698千箱（同 9.2％減）と、４か月ぶりに前年

実績を下回った。

＜資料＞静岡缶詰協会

繊 維
７月の広幅織物の県内生産は、664千㎡（前年同月比 0.2％増）で、26か

月ぶりに前年実績を上回った。このうち、綿布が主体の一般広幅織物の生産

は、596千㎡（同 1.4％増）で、28か月ぶりに前年実績を上回った。別珍・

コールテンの生産は、67千㎡（同 9.7％減）で、４か月ぶりに前年実績を下

回った。

小幅織物の県内生産は、14千㎡（同 34.9％増）で、２か月連続で前年実

績を上回った。

＜資料＞遠州織物工業協同組合、天龍社織物工業協同組合、浜松織物協同組合

家 具
７月の全国百貨店での家具販売額は、40億9,716万円（前年同月比 3.0％

減）と３か月ぶりに前年実績を下回った。また、大型量販店での家具・イ

ンテリアの販売額は、577億4,747万円（同 11.5％減）と３か月連続で前年

実績を下回った。

＜資料＞日本百貨店協会、日本チェーンストア協会
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業 種 産 業 動 向

小 売 業 ７月の県内百貨店・スーパーの販売額は、36,878百万円（既存店前年同月

比 0.1％減）と前年同月の実績を下回った。身の回り品、飲食料品、家庭用

品の品目で、売上げが前年同月と比較して減少した。

西部の百貨店への聞き取りによると、家庭用品が低調だったものの、宝飾

品・貴金属等、特選品の好調により、売上げが前年同月と比較して増加し

た。来客数も昨年度と比較して増加している。

中部の専門店への聞き取りによると、店舗改装に伴うテナント休業及び衣

料品の低調による売上減を飲食料品及び身の回り品の伸びによって補い、売

上げは前年同月と比較して、ほぼ変わらなかった。インターネットで商品を

注文し、家庭まで配達するネットスーパーの需要が大きく伸びている。

東部の専門店への聞き取りによると、飲食料品、映画館等サービス施設、

飲食店の好調により、売上げが前年同月と比較して増加した。雑貨・服飾品

の品目は低調であった。

〈資料〉関東経済産業局、静岡県地域産業課

観 光
令和３年７月の県内主要10観光施設の合計入込客数は約25万人で、前年同

月比12.3％増となった。

前年は、新型コロナウイルス感染症の影響のほか、梅雨明けが８月となっ

たことにより客数を引き下げた一方で、本年は本県独自の「今こそ！しずお

か!!元気旅!!!」を７月12日から再開（７月５日～７月29日までに予約した分

が対象）したことなどにより、対前年同月比が増であったと考えられる。

主要有料道路（４路線※１）の合計通行車両数は、約61万台となり、前年同

月比 25.0％増となった。
※１ 遠州大橋（新掛塚橋）が令和元年９月28日から無料化されたことに伴い、令和元

年10月から対象が５路線から４路線へと減少

＜資料＞静岡県観光政策課



　

〓 Ⅳデ－タからみた県内主要産業 〓

＜二輪車＞
Ｒ２年11月 12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

完 成 車 生 産 台 数 ( 台 ) 20,803 17,648 21,234 25,160 29,543 23,811 16,652 22,864 22,599

前 年 同 月 比 (%) ▲ 21.3 ▲ 27.3 ▲ 18.8 ▲ 3.2 43.2 28.9 245.4 86.3 63.1

KD 輸 出 額 ( 百 万 円 ) 1,147 1,590 1,399 1,689 1,396 1,376 785 1,066 1,166

前 年 同 月 比 (%) ▲ 37.2 3.0 9.5 8.3 ▲ 8.4 27.3 2,321.4 102.8 126.7

＜楽　器＞
Ｒ２年11月 12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

生 産 総 額 ( 百 万 円 ) 2,814 2,848 2,159 2,716 3,003 3,133 2,621 3,331 3,064

前 年 同 月 比 (%) ▲ 15.9 ▲ 8.1 ▲ 29.5 0.3 ▲ 5.2 56.9 131.9 56.5 31.8

＜缶詰＞
Ｒ２年11月 12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

食 缶 生 産 高 ( 千 ｹ ｰ ｽ ) 1,001 960 828 912 1,013 1,063 966 1,117 1,027

前 年 同 月 比 (%) ▲ 9.8 ▲ 3.3 ▲ 5.1 8.4 0.7 ▲ 9.4 ▲ 12.6 ▲ 2.4 ▲ 3.3

　　うち水 産 缶 詰(%) ▲ 14.7 ▲ 9.8 ▲ 7.6 8.6 ▲ 4.4 ▲ 13.4 ▲ 16.0 ▲ 7.9 ▲ 5.4

　　　　農畜産缶詰 (%) 0.1 9.0 ▲ 0.8 7.9 11.1 1.1 ▲ 2.8 13.4 2.0

飲料缶生産高(千ｹ ｰ ｽ ) 5,983 6,107 4,662 5,164 7,768 8,200 7,865 7,478 7,698

前 年 同 月 比 (%) ▲ 16.4 3.3 ▲ 4.6 ▲ 14.0 ▲ 6.0 5.9 12.6 4.0 ▲ 9.2

＜繊　維＞
Ｒ２年11月 12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

広 幅 織 物 ( 千 ㎡ ) 787 729 788 749 714 703 661 683 664

前 年 同 月 比 (%) ▲ 48.6 ▲ 47.2 ▲ 39.5 ▲ 38.4 ▲ 38.6 ▲ 31.6 ▲ 12.5 ▲ 6.7 0.2

小 幅 織 物 ( 千 ㎡ ) 17 20 20 18 18 18 15 16 14

前 年 同 月 比 (%) ▲ 35.3 ▲ 21.8 ▲ 18.3 ▲ 23.3 ▲ 16.3 ▲ 10.2 ▲ 12.3 4.7 34.9

＜観　光＞
Ｒ２年11月 12月 Ｒ３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

延べ宿泊者数
　　　　　　　　（千人泊）

1,538 1,375 715 702 1,222 1,070 1,096 908 1,355

前年同月比 (%) ▲ 20.5 ▲ 24.9 ▲ 58.5 ▲ 54.9 0.2 132.0 184.1 35.3 29.1

観光施設(10施設)入込
　　　　　　　　（千人）

476 271 206 290 377 413 430 217 251

前年同月比 (%) 24.7 2.7 ▲ 34.1 ▲ 3.4 9.3 215.5 1,906.7 ▲ 7.3 12.3

有料道路(4路線)通行量
　　　　　　　（千台）

615 560 428 470 555 526 559 496 611

前年同月比 (%) 10.5 ▲ 0.8 ▲ 16.4 ▲ 15.4 4.3 65.5 77.1 18.1 25.0
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本書で掲載している県内の主要統計資料の時系列（過去 10 年間）のデータは

静岡県公式ホームページの「統計センターしずおか」で公表しています。

提供いただいている資料

参考となる全国の資料等

静岡県公式ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ⇒統計・調査⇒統計センターしずおか⇒県内主要統計指標

http://toukei.pref.shizuoka.jp/

需要面

・大型小売店販売額

・専門量販店等販売額

・自動車新規登録台数

・新設住宅着工戸数

・清水税関支所管内輸出額

・清水税関支所管内輸入額

生産面

・鉱工業生産指数

・鉱工業在庫指数

雇用面

・有効求人倍率

・雇用保険受給者実人員

・完全失業率

・所定外労働時間指数

その他

・国内企業物価指数

・県内金融機関貸出残高

・信用保証協会保証金額

・企業倒産件数

資 料 名 提 供 元 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

公共工事請負金額 東日本建設業保証（株）
http://www.ejcs.co.jp/regio
n/index.html

設備投資
日本銀行静岡支店

http://www3.boj.or.jp/shizu
oka/kouhyou/hyousi_f.html貸出約定金利

国内企業物価指数
日本銀行

http://www.boj.or.jp/type/s
tat/boj_stat/index.htm円相場

資 料 名 提 供 元 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

鉱工業生産指数

経済産業省
http://www.meti.go.jp/statis
tics/index.html

大型小売店販売額

専門量販店等販売額

輸出入
財務省

http://www.mof.go.jp/siryou.
htm国際収支

機械受注 内閣府
http://www.esri.cao.go.jp/jp
/stat/juchu/juchu.html

完全失業率
厚生労働省

http://wwwdbtk.mhlw.go.jp/to
ukei/kouhyo/index.html有効求人倍率
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